居住支援団体との合意書の締結に係るガイドライン
本ガイドラインは、市町村が居住支援団体に係る合意を行う際に、大阪あんしん賃貸支援事業実施要領で規定する居住支援団体の要件に加えて、居住支援団体として活動する者が満たすべき要件を、ガイドラインとして取りまとめたものである。

市町村においては、本ガイドラインに規定する事項を参考に、それぞれ居住支援団体との合意書の締結に係る基準を策定することができる。

　なお、既に市町村からの委託により、居住支援団体と同等の活動を行っている事業者については、本ガイドラインに拠らないこととする。

第１　目的

（１）本ガイドラインは、次の各号に掲げる観点から、居住支援団体が満たすべき必要な要件を定め、的確な居住支援団体による円滑な居住支援の実施に資することを目的とする。

一　居住支援団体から居住支援を受ける大阪あんしん賃貸支援事業実施要領第２条第四号に規定する事業対象者（以下「事業対象者」という。）の保護

二　居住支援団体としての属性、活動基準等の整合性の確保

三　同一の居住支援団体が、当該団体の所在する隣接市町村若しくは府域の他の市町村が管轄する区域において、同様の居住支援を実施するとした場合において、当該市町村間の整合性の確保

第２　団体の属性
（１）法人格を有していること。ただし、市町村において、市町村の指導監督権限のある法人等に限定することができる。

（２）宗教活動や政治活動を主たる目的とした団体でないこと。

（３）特定の公職者（候補者を含む。）または政党を推薦、支持、反対することを目的とした団体でないこと。

（４）暴力団でないこと。暴力団もしくは暴力団員の統制の下にある団体でないこと。

（５）その他、公共の福祉に反する活動をしないこと。

第３　団体の活動実績

（１）法人設立後３年以上を経過し、事業対象者に対し、福祉等のサービス（又は事業）を実施した活動実績を３年以上有していること。
（２）法令に違反し行政処分を受けた団体の場合は、当該処分の日から２年を経過していること。
第４　関係機関との連携等


（１）居住支援の内容について、活動区域の市町村及び大阪府と十分に調整を行い、当該市町村及び大阪府の住宅施策、福祉施策等との整合性を確保すること。ただし、障がい者施策である住宅入居等支援事業（居住サポート事業）等の類似事業を受託している場合は、業務を区分すること。
第５　関係法令等の遵守

（１）居住支援の実施にあたり、大阪あんしん賃貸支援事業実施要領の他、関係法令等を遵守すること。
第６　技術・技能の研鑽

（１）団体の責任者は、居住支援の質の向上を図るため、職員等の技術・技能の研鑽に努めること。
第７　人権の尊重

（１）人権尊重の視点に立ち、事業対象者がその有する能力及び適性に応じ、自立した生活を営むことができるよう配慮した居住支援を実施すること。
第８　個人情報の保護

（１）居住支援を実施する上で知り得た事業対象者の個人情報については、個人情報保護に関する法律、その他関係法令等を遵守し、適正に取り扱うこと。

（２）団体の担当職員は、その業務上知り得た事業対象者の秘密を保持すること。
（３）居住支援を実施する職員であった者が正当な理由がなく、その業務上知り得た事業対象者の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じること
第９　居住支援の内容及び手続きの説明等

（１）居住支援にあたっては、事業対象者の特性に応じた適切な配慮をしつつ、当該事業対象者に対し、本ガイドライン第１２に規定する自主行動基準の概要及び実施する支援の内容その他必要な事項を書面を提示の上、説明すること。
第１０　居住支援に係る費用

（１）居住支援の対価として、過大な費用を請求してはならない。
（２）居住支援の実施に係る費用を事業対象者に求める場合は、居住支援を希望する事業対象者に対し、あらかじめ、当該団体が実施する居住支援の内容及び費用について書面を提示の上で、十分に説明を行い、書面による当該事業対象者の合意を得ること。
（３）居住支援の実施に係る費用の支払を請求するときは、当該費用の内訳等がわかる書面を事業対象者に交付すること。
（４）居住支援の実施に係る費用を前払いで受け取る場合は、当該前払い金の算定の内容を書面で明示するとともに、万が一、返済債務を負うこととなる場合に備えて、必要な保全措置を講じること。　　　また、前払いを受けていた居住支援の一部又は全部を実施しなかった場合は、遅延なく、当該居住支援に相当する額の費用を、前払いした事業対象者に返還すること。
第１１　苦情処理等の対応

（１）居住支援活動に係る事業対象者からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付ける窓口を設置し、適切に対応すること。
（２）相談・苦情を受け付けた場合は、その内容及び対応等を記録し、適切に保管すること。
（３）活動区域の市町村及び大阪府から、居住支援の活動状況その他必要な事項についての報告書の提出等を求められたときは、速やかにそれに応じ、市町村及び大阪府から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行うこと。
第１２　自主行動基準
（１）市町村との合意にあたり、団体が目指す実施方針と本ガイドライン第４から第１１まで及び第　１４に規定する事項を遵守することを宣言した自主行動基準を作成し、活動区域の市町村に提出すること。
（２）居住支援の実施に係る費用を事業対象者に求める場合は、市町村との合意までに、前項の自主行動基準を大阪府消費者保護条例第１１条第１項に規定する基準として大阪府に届け出を行い、当該自主行動基準が大阪府により公示されていること。
第１３　居住支援活動実施計画書の提出

（１）市町村との合意にあたり、当該居住支援活動の計画等を記載した居住支援活動実施計画書を作成し、活動区域の市町村及び大阪府に提出すること。ただし、市町村との協議により、省略又は他の書類で代替することができる。
（２）居住支援活動の計画を変更しようとする場合は、速やかに変更内容を踏まえた居住支援活動実施計画書を作成し、活動区域の市町村及び大阪府に提出すること。
第１４　居住支援活動実施報告書の提出

（１）各年度が終了するごとに、当該居住支援活動の実施状況を取りまとめた居住支援活動実施報告書を作成し、次年度の４月末日までに活動区域の市町村及び大阪府に提出すること。ただし、市町村との協議により、省略又は他の書類で代替することができる。
